首都圏の人口回復地区における土地利用の詳細実態把握 by 平山 望
首都圏の人口回復地区における土地利用の詳細実態
把握
著者 平山 望
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 4
発行年 2015-03-31
URL http://hdl.handle.net/10114/11764
  
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要 Vol.4(2015 年 3 月）                    法政大学 
 
首都圏の人口回復地区における 
土地利用の詳細実態把握 
 
ACTUAL LAND USE STATUS OF POPULATION RECOVERING  
DISTRICTS IN THE METROPOLITAN AREA OF TOKYO 
 
平山 望 
Nozomu HIRAYAMA  
主査 高見公雄 教授   副査 福井恒明 教授  
 
法政大学大学院 デザイン工学研究科 都市環境デザイン工学専攻 修士課程 
 
In 2008, Japan met its population’s peak and entered an era of population decline. There are residential areas 
that were developed with population increase now suffers from population decline and an aging society. This 
problem has led to an increasing number of vacant houses and vacancies which finally brings us to a lack of both 
crime and disaster prevention. As an index of city vitality, it would be important for each city to maintain its 
population. It would be considered effective for each city to understand population recovering districts to adapt 
population influx and outflow. 
This study aimed to understand actual land use status and acquire data to adapt population influx and outflow. 
As results, (1)There were 31 population recovering districts within 2000m range from railway stations. 
(2)Population recovering districts dotted the metropolitan area, so there was no relationship between population 
recovering districts and distance zone and Densely Inhabited District and 400m range from railway stations and 
Zone Sector. (3)There was a population recovering district in area where transportation is inconvenient. It 
obtained interesting results from actual land use status of the districts. (4)In population recovering districts, we 
obtained interesting results of actual land use status of land that has been modified to hold more than one single 
house after dividing ground, and apartment house construction. Therefore, population recovering districts have 
large enough area that would be divide ground. 
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１． はじめに 
わが国では，1950~1970 年代の高度経済成長期をはじめ，
急速な人口増加を背景に，新住宅市街地開発によるニュ
ータウンや土地区画整理による再整備，民間企業による
大規模宅地開発など，様々な手法で住宅系土地利用を主
体とする宅地開発が行われ，都市化が進んできた．しか
し，2008年には総人口のピークを迎えたが 2010年に総人
口が減少する時代に突入し，2048 年には 1 億人を割ると
推測されている．地方都市においては人口減少が加速し
ていくとされている．首都圏においては他の地域からの
人口流入が続いているため目立った人口減少は見られな
いが，郊外部においては人口減少傾向が見受けられる．
したがって人口増加を見込んで開発が行われてきた地域
では，人口減少や高齢化による既存市街地の衰退により，
空き家，空き地の増加が引き起こす地域の防犯性や防災
性の低下をはじめとする様々な問題が生じている． 
そこで人口を，都市や地域の活力の指標とした際，各
都市・各地域では，人口維持のために人口減少対策を講
じ，都市や地域間の人口流入出に対応し，人口減少を抑
制することが重要になってくる．人口減少から再び人口
増加した人口回復地区の実態を知ることが，各都市・各
地域が都市や地域間の人口流入出に対応するために有効
であると考えられる． 
 そこで本研究では，人口回復地区を地域間人口流入出
に適応した人口減少対策の成功モデルとし，土地利用の
実態を詳細に把握し，人口回復地区の基礎的資料を得る
ことを目的とする． 
 
２． 既往研究の整理・本研究の特徴 
（１）既往研究の整理 
現代の人口減少社会に対応する政策の一つであるコン
パクトシティに関する研究は多岐にわたり行われている．
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その一つとして内原ら(2008)1)は，都市形態や生活利便性
を定量的に分析し，コンパクトシティに関わる都市計画
政策と比較した．しかし，その土地の実態を把握する土
地利用のようにミクロな視点に着目して行われた研究は
少ない．土地利用に着目して行われた研究として，阿部
ら(2011)2)は，37地方都市の低未利用地の経年変化を GIS
上にデータベース化し，低未利用地の実態を定量的に把
握した．しかし，着目した土地利用の分類が低未利用地
に限られており，土地利用すべてを把握したものではな
い．また，詫摩ら(2011)3)は人口減少地区を対象に土地利
用の実態把握を行い，人口減少の要因を明らかにし，人
口減少の抑制の余地があるとした．土地利用の把握を行
ったものの，具体的に地域間人口流入出に適応した人口
減少対策モデルを得られていない． 
（２）本研究の特徴 
既往研究の整理から考えられる本研究の特徴 3 つを以
下に記す． 
・地区の実態を土地利用というミクロな視点から把握 
・土地利用分類を限定せず，土地利用全般に関して把握 
・人口減少地区ではなく人口回復地区について把握 
 
３． 研究方法 
研究の背景から目的を明らかにし，既往研究の整理を
行い本研究の位置づけを行う．続いて，首都圏の人口増
減状況の把握を行う．続いて対象地区の選定を行い，土
地利用の現況把握と推移把握より土地利用の実態把握を
行う．土地利用の実態把握から明らかになった結果をま
とめ，考察し，結論として記す． 
本研究の研究フローチャートを図に示す(図１)． 
 
 
 
図１ 研究フローチャート 
４． 首都圏の人口増減状況 
（１）首都圏の人口推移 
我が国の総人口は，戦後以降急速増加し 2008年にピー
クを迎え，2010 年まで横ばいが続き，それ以降人口減少
の傾向が見られるようになった．地方都市においては
2008 年以前に人口のピークを迎え，それ以降，人口減少
が進行している都市も存在している．また関東地方の郊
外部においても，人口減少傾向が見られ，過疎化が進行
している．一方中心部においては，他地域からの人口流
入が続いており，人口減少傾向は見られない．東京都に
おいては，東京オリンピック・パラリンピックが開催さ
れる 2020年に人口を迎えるとされている． 
（２）指標による人口増減比較 
首都圏(1)において，国勢調査の最新データである 2010
年と，前回の調査である 2005年の 2時点を町丁目単位で
比較し，人口増減率を図に示す(図２)．また同様のデー
タを用いて，人口集中地区(以下 DID)内，鉄道駅の徒歩圏
内である半径 400m圏内 4)，鉄道駅のアクセス距離である
半径 2000m 圏内 5)，における町丁目の人口増減率を図に
示す(図３，図４，図５)．以上の条件で限定した範囲の
人口増加町丁目数と人口減少町丁目数の割合を表に示し
(表１，表２，表３，表４)，比較する． 
まず首都圏内の都道府県毎に，条件によって限定され
ていない表 1 を基準に比較する．東京都においては，各
条件による人口増加町丁目数と人口減少町丁目数の割合
の変化はあまり見られない．神奈川県において各条件下
では，人口減少町丁目数の割合はあまり変化が見られな
い．一方で，人口増加町丁目数の割合は人口減少町丁目
数の割合に比べ，いずれも大きな値を示している．特に
駅 400m圏内では，人口増加町丁目数の割合が明らかに大
きい．千葉県においては人口増加町丁目数の割合が人口
減少町丁目数の割合を下回っている．また駅 2000m 圏内
においても同様の現象が見受けられる．一方で，駅 400m
圏内の人口増加町丁目数の割合が顕著に大きい．さらに，
DID 範囲内の人口増加町丁目数の割合も駅 400m 圏内ほ
どではないが大きな値を示している．埼玉県においては
千葉県と同様に人口増加町丁目数の割合が人口減少町丁
目数の割合を下回っている．また，駅 2000m 圏内におい
ては人口増加町丁目数の割合と人口減少町丁目数の割合
がほぼ同じ値を示している．一方で，駅 400m圏内の人口
増加町丁目数の割合は他条件下に比べ大きな値を示して
いる．以上より，全地域において駅 400m圏内の人口増加
町丁目数の割合は，基準となる値に比べ明らかに大きな
値を示しており，人口減少町丁目数の割合は小さな値を
示している．また 2000m圏内と DID範囲内の人口増加町
丁目数の割合は，基準となる値に比べ大きな値を示して
いるが，基準となる値に近い値を示している． 
 したがって，町丁目単位で人口増加に影響を与える条
件の一つとして，鉄道駅の徒歩圏内である駅 400m圏内と
いうことが考えられる． 
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図２ 首都圏の人口増減率 
図４ 首都圏の人口増減率(駅 2000m圏内) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 首都圏の人口増減率(DID内) 
図５ 首都圏の人口増減率(駅 400m圏内) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,280 1,854 62.36% 35.25%
神奈川県 1,913 1,605 45.74% 38.38%
千葉県 1,602 1,885 42.06% 49.49%
埼玉県 1,874 1,971 44.62% 46.93%
合計 8,669 7,315 49.68% 41.92%
地区
表１ 首都圏の人口増減町丁目割合 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,241 1,803 62.86% 34.97%
神奈川県 1,881 1,571 46.28% 38.66%
千葉県 1,411 1,310 49.22% 45.69%
埼玉県 1,568 1,498 48.22% 46.06%
合計 8,101 6,182 52.81% 40.30%
地区
表２ 首都圏の人口増減町丁目割合(DID内) 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 1,972 1,052 64.74% 34.54%
神奈川県 963 633 53.89% 35.42%
千葉県 685 492 54.24% 38.95%
埼玉県 539 411 51.04% 38.92%
合計 4,159 2,588 58.15% 36.19%
地区
表４ 首都圏の人口増減町丁目割合(駅 400m圏内) 
人口増加 人口減少 人口増加 人口減少
町丁目数 町丁目数 町丁目割合(%) 町丁目割合(%)
東京都 3,230 1,810 62.63% 35.10%
神奈川県 1,844 1,503 47.10% 38.39%
千葉県 1,500 1,581 44.71% 47.12%
埼玉県 1,680 1,667 46.38% 46.02%
合計 8,254 6,561 51.43% 40.88%
地区
表３ 首都圏の人口増減町丁目割合(駅 2000m圏内) 
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５． 対象地区の選定 
（１）選定条件 
 人口減少時代に突入した現代で，人口減少から人口増
加した人口回復地区の実態を知ることが，各都市・地域
が都市や地域間の人口流入出に対応するために有効であ
ると考えられる．人口回復地区を地域間人口流入出に適
応した人口減少対策の成功モデルとし，土地利用の把握
を行うため，人口回復地区を対象地区として選定する． 
選定に用いるデータは，2000 年，2005年，2010年の国
勢調査である．選定条件を以下に記す(表５)． 
・対象範囲：首都圏 
東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県の 1都 3県内の，
皇居を中心とした半径 50km圏内の地域 
・人口回復の条件 
2000年から 2005年の間に人口減少， 
2005年から 2010年の間に人口増加した町丁目 
・その他の条件 
人口増加期間に世帯数減少した町丁目 
表５ 対象地区選定条件 
（２）対象地区 
 前述した選定条件により選定した 34の対象地区を図と
表に示す(図６，表６)． 
 
 
 
 
図６ 対象 34地区 
表６ 対象 34地区 
 
６． 土地利用の実態把握 
（１）土地利用の把握方法 
 対象地区において，土地利用の現況と推移の 2 種類に
関する把握を行う．資料としてゼンリン住宅地図(2000年，
2005年，2010年)を用いる． 
a）現況把握方法 
土地利用の現況把握においては，ゼンリン住宅地図の 3
時点分において，土地利用を定義し(表７)，分類した土
地利用現況図を用いる．  
現況把握方法は，3時点の中で最も新しいデータである
2010年の土地利用現況図に関して，分類した土地利用を
基に①地区の主要土地利用，②戸建住宅，③共同住宅，
④空き家，⑤駐車場・低未利用地，⑥その他の土地利用，
の 6つの土地利用指標において把握する． 
b）推移把握方法 
土地利用の推移把握においては，土地利用現況図(3 時
点)と土地利用推移図を用いる．土地利用推移図とは，人
口回復時(2005 年～2010 年)の土地利用推移を把握するた
めに，ゼンリン住宅地図の 2 時点分(2005 年，2010 年)の
土地利用の推移を定義し(表８)，分類したものである． 
推移把握方法は，土地利用現況図(3時点)と土地利用推
都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目
1 東京都 港区 － 元麻布2丁目
2 東京都 港区 － 元麻布3丁目
3 東京都 目黒区 － 上目黒4丁目
4 東京都 世田谷区 － 池尻1丁目
5 東京都 足立区 － 中川5丁目
6 東京都 青梅市 － 西分町3丁目
7 東京都 青梅市 － 末広町1丁目
8 東京都 青梅市 － 新町9丁目
9 東京都 日野市 － 旭が丘3丁目
10 東京都 日野市 － 大坂上4丁目
11 東京都 日野市 － 三沢1丁目
12 東京都 清瀬市 － 下清戸3丁目
13 東京都 多摩市 － 落合6丁目
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目
18 神奈川県 横須賀市 － 船越町1丁目
19 神奈川県 厚木市 － 妻田西2丁目
20 神奈川県 大和市 － つきみ野3丁目
21 神奈川県 大和市 － 柳橋1丁目
22 神奈川県 大和市 － 福田1丁目
23 神奈川県 伊勢原市 － 高森台3丁目
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目
25 千葉県 市川市 － 大和田1丁目
26 千葉県 松戸市 － 大金平2丁目
27 千葉県 市原市 － 君塚4丁目
28 千葉県 市原市 － 山田橋1丁目
29 千葉県 市原市 － 若宮7丁目
30 千葉県 八千代市 － 八千代台北4丁目
31 千葉県 富津市 － 鶴岡
32 埼玉県 川口市 － 東領家5丁目
33 埼玉県 東松山市 － 大黒部
34 埼玉県 上尾市 － 中分3丁目
2000年 ～ 2005年 2005年 ～ 2010年
増減 減　少　(－) 増　加　(＋)
増減割合(%) -20.0 ~ -1.0 1.0 ~ 20.0
増減 減　少　(－)
増減割合(%) -20.0 ~ -1.0
人口
世帯数
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移図を用いて，分類した土地利用を基に①戸建住宅，②
共同住宅，③空き家，④駐車場・低未利用地，⑤その他
の土地利用，の 5 つの土地利用指標において，2000 年～
2005 年，2005年～2010年の期間の推移を把握する． 
 
表７ 土地利用の定義 
土地利用分類 定　義 備　考
戸建住宅 戸別名・番地の表記があるもの 医療施設＋戸別名は含まない
共同住宅
アパート・マンション・ハイツ・メゾン・　　レジデンス・ハウス・ホームズ・
ヒルズ・荘・社宅・寮などの表記があるもの
左記の表記＋戸別名は含む
（建）の表記があるもの
駐車場・低未利用地だった土地に戸別名表記のない建物があるもの
空き家 番地名の表記があり，戸別名の表記がないもの
戸別名表記がある建物と線で
繋がれている建物は含まない
駐車場の表記があるもの
空地，荒地の地図記号表記があるもの
他の土地利用がされている
敷地内の農地，林地，その他は
含まない
店舗併用宅地 企業名・店舗名＋戸別名の表記があるもの 医療施設＋戸別名は含まない
商業業務施設 企業名，店舗名表記があるもの
商業業務用地 企業・店舗専用駐車場，企業専用資材置場，企業専用倉庫
文化厚生施設
学校，保育施設，医療施設，介護施設，警察署，消防署，役所，神社，
寺院，その他公共施設
医療施設＋戸別名は含む
文化厚生施設の用地・駐車場
墓地の地図記号の表記があるもの
文化厚生用地
建設中
駐車場
低未利用地
共同住宅の敷地内の駐車場は
含まない
農地・林地
その他
畑，果樹園，桑畑，茶畑，針葉樹林，広葉樹林，竹林，その他果樹畑，
芝地，笹地，湿地の地図記号表記があるもの
 
 
表８ 土地利用推移の定義 
土地利用推移分類 定　義
駐車場・低未利用地に新しい建造物が建てられている
1つの建造物があった土地に複数の建造物が建てられている
複数の建造物があった土地に1つの建造物が建てられている
建造物の形，表記がともに変化している
建造物の形は変わらず表記が変化している
表記が変わらず建造物の形が変化している
入　　居 空き家だった建造物の形が変わらず，名が表記されている
空き家化 名の表記がある建造物が空き家に変化している
空き地化 建造物が建てられていた土地が駐車場・低未利用地に変化している
新　　築
建て替え
 
 
（２）土地利用の実態把握 
対象 34地区で行った土地利用の実態把握について，神
奈川県横浜市磯子区滝頭 2丁目を例として進める． 
3時点(2000年，2005年，2010 年)の土地利用の分類を
行った土地利用現況図を示す(図７，図８，図９)．土地
利用現況図から得られた土地利用数を表に示す(表９)．
また，推移分類を行った土地利用推移図を示す(図１０)． 
以上の資料より土地利用の現況・推移把握を行う． 
a）土地利用の現況把握 
 地区の主要な土地利用は，戸建住宅と共同住宅で約
72%を占めていることから住宅系土地利用である．また，
区画は整っている．戸建住宅に関しては約 64%を占めて
おり，戸建住宅中心の住宅系土地利用である．共同住宅
に関しては約 8%を占めている．またアパートのような小
型の共同住宅が多く見られる．空き家に関しては約 7%を
占めており，その多くは戸建住宅である．駐車場・低未
利用地に関しては約 7%を占めており，まばらに立地して
いる．その他の土地利用に関しては店舗併用宅地が約
10%を占め，地区南部の通り沿いに多く立地しており，商
店街を形成している． 
b）土地利用の推移把握 
2000年～2005年 
戸建住宅に関しては減少している．その多くは空き家
化している．共同住宅に関してはわずかに増加している．
空き家に関しては大幅に増加しており，その多くが戸建
住宅か店舗併用宅地である．駐車場・低未利用地に関し
てはわずかに減少しているが，元々建物が建っていた土
地が駐車場・低未利用地へ変化することや，駐車場・低
未利用地に新しく建物が建設されることが見受けられる．
その他の土地利用に関しては店舗併用宅地が大幅に減少
しており，空き家化しているものが多い． 
2005年～2010年 
 戸建住宅に関しては増加している．その多くは元々建
物が建っていた土地に新しく建設されている．またその
際，元々立っていた建物は空き家であることが多く見ら
れる．共同住宅に関してはわずかに減少している．空き
家に関しては減少しており，空き家が建っていた土地に
新たに建物が建設されることが多く見受けられる．駐車
場・低未利用地に関しては増加している．その他の土地
利用に関しては店舗併用宅地が減少している． 
c）まとめ 
 店舗併用宅地が減少傾向にあることから，この地区の
商店街は衰退していると考えられる．住宅系土地利用に
おいては，共同住宅に目立った変化がなく，戸建住宅が
頻繁に建設されていることから，共同住宅の需要に比べ，
戸建住宅の需要の方が高いと考えられる．また，新しく
戸建住宅を建設される際，元々空き家などの建物が建っ
ていた土地に建てられることが多いことから，土地利用
変化は活発であると考えられる．したがって，空き家と
なった建物が建っている土地に，需要の高い戸建住宅を
新しく建設することで，人口増加につながる可能性があ
ると考えられる． 
 
表９ 土地利用数 
凡例 2000年 2005年
戸建住宅 341 335 347 64.1%
共同住宅 44 45 43 7.9%
建設中 0 0 6 1.1%
空き家 29 45 35 6.5%
駐車場・低未利用地 32 31 37 6.8%
公園・緑地 1 1 1 0.2%
店舗併用宅地 87 69 55 10.2%
商業業務施設 8 7 4 0.7%
商業業務用地 0 0 0 0.0%
文化厚生施設 10 10 9 1.7%
文化厚生用地 4 4 4 0.7%
建物数 合計 556 547 541 100.0%
2010年
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図７ 土地利用現況図(2000年) 
 
図８ 土地利用現況図(2005年) 
 
図９ 土地利用現況図(2010年) 
 
図１０ 土地利用推移図(2005～2010年) 
 
７． まとめ 
（１）指標を用いた結果比較 
人口回復地区における特徴を得るために，各対象地区
の土地利用の把握で得られた結果を様々な指標ともにま
とめ，考察を行う．また，距離，DID，駅距離圏，ゾーン・
セクターをマクロな指標，土地利用の把握で得られた結
果をミクロな指標とする． 
a）マクロな指標の定義 
 距 離 
皇居を中心に 10kmごとに分け，距離帯を把握する．
0~10km,10~20km,20~30km,30~40km,40~50km の 5つの 
距離帯に分類する． 
 DID 
国勢調査から DID になった時期を調べ，対象地区が
DIDになった時期を把握する．1960年(昭和 35年)から 5
年ごと，2010年まで 11に分類する． 
 駅距離圏 
対象地区が最寄駅から 400m 圏内，2000m 圏内に存在
しているかを把握する．分類を下に記す． 
○：地区全体が距離圏内に含まれている 
△：地区の一部が距離圏内に含まれている 
－：地区が距離圏内に含まれていない 
 ゾーン・セクター 
 対象地区が，都市計画において属しているゾーン・セ
クターを把握する．分類は(財)都市計画協会による千代田
村総合開発整備構想 策定調査報告書 6)から下部を引用す
る．また，区分をゾーン・セクターで表した図表を示す 
(図１１，表１０)． 
 
60㎞圏内の地域を，東京特別区（約 10㎞の半径）
を中心として，その外側で東京駅から直線距離 30 ㎞
までのゾーンと，30㎞から 60㎞までのゾーンの 3つ
の環状ゾーンに区分し，さらに後者の 2ゾーンを鉄道
沿線別に 6セクターに区分した合計 13地域 
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図１１ ゾーン・セクター図 
出典：(財)都市計画協会 
表１０ ゾーン・セクター分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：(財)都市計画協会 
b）ミクロな指標の定義 
 有 意 性 
土地利用の実態把握を行った際，土地利用数や土地利
用の変化から人口回復に影響を与えたと考えられる有意
な結果が得られたかどうかを分類したもの． 
○：人口回復の有意な要因が得られた． 
－：有意な結果が得られなかった． 
 (例)空き家増加，住宅系土地利用に新たな建設が見られ
ない．→人口回復の要因を土地利用変化から推測不可能 
 区 画 
対象地区の区画が整っているかどうかを分類したもの． 
○：対象地区内の区画が整っている 
－：対象地区内の区画が整っていない 
 複数戸建住宅建設 
人口回復時(2005年～2010年)に，3戸以上の複数戸建住
宅の建設が見られたかどうか分類したもの． 
○：3戸以上のまとまった住宅の建設が見られる 
－：3戸以上のまとまった住宅の建設が見られない 
 複数戸建住宅建設群数 
人口回復時(2005年～2010年)に建設された，3戸以上の
複数戸建住宅のまとまりの数を記したもの． 
 複数戸建住宅建設数 
人口回復時(2005年～2010年)に建設された 3戸以上の複
数戸建住宅の総数を記したもの． 
 複数戸建住宅建設前地 
人口回復時(2005年～2010年)に建設された 3戸以上の複
数戸建住宅の建設以前の土地利用を分類したもの． 
建 物：何かしらの建造物が建っていた土地 
空き地：駐車場・低未利用地や農地のような空き地 
 共 ：上述のどちらにおいても建設が見られる場合 
 共同住宅建設 
人口回復時(2005年～2010 年)に，共同住宅が建設され
たかどうかを分類したもの． 
○：共同住宅の建設が見られる 
－：共同住宅の建設が見られない 
 現 況 
土地利用の現況把握に用いた指標をまとめたもの． 
・主要：対象地区内の主要な土地利用 
・戸建住宅：戸建住宅の土地利用数の割合 
・共同住宅：共同住宅の土地利用数の割合 
・空き家：空き家の土地利用数の割合 
・駐・低：駐車場・低未利用地の土地利用数の割合 
・その他の土地利用：対象地区内の戸建，共同， 
・空き家，駐・低，以外の主要な土地利用 
 推 移 
土地利用の推移把握に用いた指標をまとめたもの． 
・5：増  加 ＋5以上 
・4：微  増 ＋1 ～＋4 
・3：変化なし ±0 
・2：微  減 －1 ～－4 
・1：減  少 －5以下 
（２）まとめ 
対象地区毎に（１）で定義した a)マクロな指標，b)ミ
クロな指標をまとめる． 
 
８． 考察 
人口回復地区の分布について，距離帯，DID 時期，駅
400m圏，駅 2000m圏，ゾーン・セクターのような，マク
ロな指標を用いて考察を行った(表１１)．本研究の対象
地区の 34 地域の中で 31 地域が，駅 2000m 圏内に属して
いたことから，人口回復地区の条件の 1 つとして，地区
が鉄道駅のアクセス距離圏内である駅 2000m 圏に存在し
ていることが考えられる． 
その他のマクロな指標からは，人口回復地区の特徴と
成りえる傾向を把握することができなかった．したがっ
て，人口回復地区は首都圏全体に点在しており，距離帯，
DID 時期，ゾーン・セクターによる人口回復地区の関係
性は見られない． 
「神奈川県厚木市妻田西 2 丁目」のように，都心(皇居)
から遠く，鉄道駅のアクセス圏である駅 2000m 圏内にも
属さないにもかかわらず，人口回復している地区の存在
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を確認できた．この地区の主要な土地利用は住宅系土地
利用であるが，農地や駐車場・低未利用地も存在してい
る．また，農地や駐車場・低未利用地に戸建住宅が頻繁
に建設される住宅供給は多く見受けられ，土地利用の実
態把握から有意な結果を得られた．この地区と同様の距
離帯，駅アクセス圏，土地利用にもかかわらず，人口減
少している地区は存在しているはずである．したがって，
同条件の人口減少地区と人口回復地区に関して，土地利
用だけでなく周辺環境などの指標を用いて，より詳しい
把握を行えれば，都心から遠く，鉄道駅へのアクセスが
悪い地区における，より詳しい人口回復要因を得ること
ができるのではないかと考えられる． 
土地利用の実態把握で得られたミクロな指標を用いて，
人口回復地区に関する考察を行った．本研究で行った土
地利用の実態把握より有意な結果が得られた人口回復地
区では，敷地分割による複数戸建住宅の建設，または共
同住宅の建設，またはその双方のような住宅供給が多く
見られた(表１２)．人口回復地区では敷地を細分化し，
住宅供給を行えるような，ある程度のまとまった面積の
土地を有していることが確認できた． 
 
表１１ マクロな指標によるまとめ 
都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目 距離(km) DID時期 400m 2000m ゾーン・セクター
1 東京都 港区 元麻布2丁目 10 1960年 － ○ 0
2 東京都 港区 元麻布3丁目 10 1960年 － ○ 0
3 東京都 目黒区 上目黒4丁目 10 1960年 △ ○ 0
4 東京都 世田谷区 池尻1丁目 10 1960年 － ○ 0
5 東京都 足立区 中川5丁目 20 1960年 － ○ 0
6 東京都 青梅市 西分町3丁目 50 1960年 － ○ B-2
7 東京都 青梅市 末広町1丁目 50 1980年 － ○ B-2
8 東京都 青梅市 新町9丁目 50 -1995 － ○ B-2
9 東京都 日野市 旭が丘3丁目 40 1970年 － ○ B-2
10 東京都 日野市 大坂上4丁目 40 1960年 － ○ B-2
11 東京都 日野市 三沢1丁目 40 1975年 △ ○ B-2
12 東京都 清瀬市 下清戸3丁目 30 － － － C-1
13 東京都 多摩市 落合6丁目 40 1985年 － ○ A-2
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目 40 1960年 ○ ○ A-1
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目 30 1960年 ○ ○ A-1
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目 40 1960年 － ○ A-2
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目 40 1975年 － ○ A-2
18 神奈川県 横須賀市 船越町1丁目 50 1960年 △ ○ A-2
19 神奈川県 厚木市 妻田西2丁目 50 1975年 － － A-2
20 神奈川県 大和市 つきみ野3丁目 40 1975年 △ ○ A-2
21 神奈川県 大和市 柳橋1丁目 40 1965年 － ○ A-2
22 神奈川県 大和市 福田1丁目 40 1970年 ○ ○ A-2
23 神奈川県 伊勢原市 高森台3丁目 50 1985年 － ○ A-2
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目 40 1960年 △ ○ F-2
25 千葉県 市川市 大和田1丁目 20 1965年 － ○ F-1
26 千葉県 松戸市 大金平2丁目 30 1975年 － ○ E-1
27 千葉県 市原市 君塚4丁目 40 1985年 － ○ F-2
28 千葉県 市原市 山田橋1丁目 40 1990年 － △ F-2
29 千葉県 市原市 若宮7丁目 40 1975年 － ○ F-2
30 千葉県 八千代市 八千代台北4丁目 40 1965年 － ○ F-2
31 千葉県 富津市 鶴岡 50 － △ △ -
32 埼玉県 川口市 東領家5丁目 20 1970年 － ○ C-1
33 埼玉県 東松山市 大黒部 50 － － ○ C-2
34 埼玉県 上尾市 中分3丁目 40 － － － C-2  
 
表１２ 有意性と複数戸建住宅・共同住宅建設 
都道府県 市・特別区 区・郡・町村 町丁目 有意性 複数戸建住宅建設 共同住宅建設
1 東京都 港区 － 元麻布2丁目 ○ ○ ○
2 東京都 港区 － 元麻布3丁目 ○ － ○
3 東京都 目黒区 － 上目黒4丁目 ○ ○ ○
5 東京都 足立区 － 中川5丁目 ○ ○ －
6 東京都 青梅市 － 西分町3丁目 ○ ○ －
8 東京都 青梅市 － 新町9丁目 ○ － ○
9 東京都 日野市 － 旭が丘3丁目 ○ ○ ○
10 東京都 日野市 － 大坂上4丁目 ○ ○ －
11 東京都 日野市 － 三沢1丁目 ○ ○ ○
13 東京都 多摩市 － 落合6丁目 ○ － ○
16 神奈川県 横浜市 磯子区 滝頭2丁目 ○ ○ ○
18 神奈川県 横須賀市 － 船越町1丁目 ○ ○ ○
19 神奈川県 厚木市 － 妻田西2丁目 ○ ○ ○
20 神奈川県 大和市 － つきみ野3丁目 ○ ○ ○
21 神奈川県 大和市 － 柳橋1丁目 ○ ○ ○
22 神奈川県 大和市 － 福田1丁目 ○ ○ －
23 神奈川県 伊勢原市 － 高森台3丁目 ○ ○ －
24 千葉県 千葉市 中央区 亥鼻2丁目 ○ ○ －
25 千葉県 市川市 － 大和田1丁目 ○ ○ ○
26 千葉県 松戸市 － 大金平2丁目 ○ ○ ○
28 千葉県 市原市 － 山田橋1丁目 ○ － －
30 千葉県 八千代市 － 八千代台北4丁目 ○ ○ ○
32 埼玉県 川口市 － 東領家5丁目 ○ ○ ○
4 東京都 世田谷区 － 池尻1丁目 － － －
7 東京都 青梅市 － 末広町1丁目 － － －
12 東京都 清瀬市 － 下清戸3丁目 － － －
14 神奈川県 横浜市 南区 新川町1丁目 － － －
15 神奈川県 横浜市 南区 前里町2丁目 － － －
17 神奈川県 横浜市 瀬谷区 阿久和南2丁目 － － －
27 千葉県 市原市 － 君塚4丁目 － － ○
29 千葉県 市原市 － 若宮7丁目 － － －
31 千葉県 富津市 － 鶴岡 － － －
33 埼玉県 東松山市 － 大黒部 － － －
34 埼玉県 上尾市 － 中分3丁目 － － －  
９． 結論 
 本研究を通して得られた人口回復地区の分布傾向と土
地利用の詳細実態を記し，本研究の結論とする． 
① 人口回復地区において，31/34 地区が鉄道駅のアク
セス距離圏である鉄道駅 2000m 圏内に存在してい
ることが確認できた． 
② 人口回復地区は首都圏全体に点在しており，距離帯， 
DID，駅 400m 圏，ゾーン・セクターによる傾向や
関係性は見られない． 
③ 交通利便性の低い地区においても人口回復地区は
存在し，土地利用の実地把握による有意な結果を得
られた． 
④ 土地利用の実態把握より有意な結果が得られた人口
回復地区では，敷地分割による複数の戸建住宅建設
や共同住宅建設，またはその双方のような住宅供給
が多く見られた．したがって，敷地を細分化し住宅
供給できる，ある程度のまとまった面積の土地を有
していることが確認できた． 
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付録 
(1) 本研究における首都圏とは，東京都，神奈川県，千
葉県，埼玉県の 1都 3県内の，皇居を中心とした半
径 50km圏内の地域を示す． 
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